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――1980年代初頭の国際開発論への問い
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要旨　現在では、1970年代末・1980年代初頭は、新自由主義への転換期、かつ冷戦の「東
西」対立が併存していた時代として把握される。この時代に、「南北問題」を中心とした
開発問題をめぐる議論がどのような構図をもって展開していたのか。本稿は、この問いに
取り組むためにふさわしい資料として、1980年代初頭に国際的な論争を呼んだブラント
委員会報告書に注目する。そして、同報告書を対象とした同時代の学術評論、とくに批判
的な見解を整理することによって、当時の開発問題をめぐる国際的な議論の見取り図を示
していく。その際に、①基本理念であった「南北」の「相互利益」を中心とした報告書の
主張の是非めぐる議論、②主張の前提となった開発政策や「南北問題」の枠組みそのもの
の有効性をめぐる議論を取り上げる。近年では、とくにグローバル・ガバナンス研究の中
で、その社会民主主義的な価値に基づくグローバルな開発構想が再評価されている同報告
書であるが、本稿が提示する議論によって、そのような構想がもつ潜在的な陥穽が浮き彫
りとなるだろう。
はじめに
　ブラント委員会報告書とは、元西ドイツ首相ヴィリー・ブラントを委員長とする独立委
員会により、1980年と1983年に出版された南北問題に関する報告書である1）。とりわけ
1980年の第 1次報告書は、20カ国語以上に翻訳され、西ヨーロッパを中心に高い注目を集
めた2）。同報告書をめぐっては、学者や開発専門家によって出版直後から多くの評論が書
かれ、賛否両論を合わせて国際的な議論を呼んだ3）。
　ブラント委員会の正式名称は、「国際開発問題に関する独立委員会」であり、1977年に
当時の世界銀行総裁ロバート・マクナマラの提案をもとに設立された4）。マクナマラの提
　　　　　　　　　　　　　　　　
1） 正式名称は以下のとおり。Independent Commission on International Development Issues ［以下、ICIDI
と略記］, North-South: A Programme for Survival, Cambridge: MIT Press, 1980［森治樹訳『北と南――生存
のための戦略（ブラント委員会報告書）』日本経済新聞社、1980年］; Brandt Commission, Common Crisis 
North-South: Cooperation for World Recovery,  London: Pan Books, 1983　先行研究では、おもにThe Brandt 
Commission ReportないしThe Brandt Reportの通称が用いられており、さらに二つの報告書を区別する際
に、それぞれブラント委員会の「第 1次報告書」および「第 2次報告書」という表記が用いられている。
本稿もこれに倣い、必要な場合にのみ「第 1次」および「第 2次」を区別して表記し、それ以外は「ブ
ラント委員会報告書」、さらに省略可能な場合に「報告書」と表記する。
2） Brandt Commission, Common Crisis, p. 164.  世論の関心が高かった地域は、イギリスを中心に、ドイツ、
オランダ、スカンジナビア諸国など。Ibid., pp. 3-4.  累計発行部数は100万部近くとされる。James B. 
Quilligan, The Brandt Equation: 21st  Century Blueprint for the New Global Economy, Philadelphia: Brandt 21 Fo-
rum, 2002, p. 5.
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案の背景には、CIEC（国際経済協力会議）の長期にわたる難航に象徴される「南北」間交
渉の膠着、とくに石油や一次産品問題などの懸案事項をめぐる対立があった5）。この問題
解決のために、国家の代表による公的な国際会議という形態ではない、「南北」同数の代
表者によって構成される「ハイレベルかつ非公式な」委員会による事態の打開が図られた
のである6）。
　ブラント委員会報告書を対象とした先行研究は、出版当時の書評を除けば比較的限られ
ているが、2000年以降に、二つの新しい潮流が生じている。第一に、国際関係論およびグ
ローバル・ガバナンス研究におけるブラント委員会報告書への注目である。この研究潮流
は、グローバル化した現在の開発問題に対処するための枠組としてグローバル・ガバナン
スの必要性を認める立場を採っており、グローバル・ガバナンスの初期の取り組みとして、
ブラント委員会報告書の役割と貢献を再評価するものである7）。また、同様の潮流のなか
で、ブラント個人の政治活動および思想に焦点をあて、そのグローバルな視点を示す「不
朽の業績」として、ブラント委員会報告書を位置づける研究も登場している8）。これらの
研究は、社会民主主義的な価値に基づくグローバルな改革を指向しており、この観点から
社会民主主義の代表的な政治家であったブラントを長とするこの委員会の先駆的な役割を
評価するものである。
　第二に、NIEOを一つの分水嶺とみる「第三世界」研究ないしグローバル・サウス研究
におけるブラント委員会報告書の再検討である。なかでも今日の新自由主義的な秩序の誕
生とのかかわりにおいて同報告書の意義を問い直した、ヴィジャイ・プラシャドの研究が
注目される9）。その分析は、NIEOを頂点とした変革プロジェクトとしての「第三世界」の
崩壊と新自由主義の台頭の交差にブラント委員会報告書を位置づけ、NIEOを救い出す可
能性を持っていた「国際的な社会民主主義の最後の高揚」として同報告書を評価するもの
　　　　　　　　　　　　　　　　
3） ただし、日本国内の議論は活発とは言えず、書評はいくつか出ているが、いずれも内容要約にとど
まり、肯定的な評価に終始している。例外的に分析の体をなしているのが国連開発計画との比較から報
告書を評価した以下の論文である。永井慎也「第三次国際開発戦略とブラント委員会報告――相互依存
性の深まりと南北問題の進展（南北関係のシナリオ〈焦点〉）」『国際問題』第249号、1980年、38-53頁。
4） 山川俊宏「ブラント委員会報告――北―南、生き残るための計画」『ファイナンス』第16巻第 1号、
1980年、71頁。
5） 山川、前掲、71頁。1960～70年代の「南北問題」の変化について、UNCTAD（国連貿易開発会議）
を軸に概観する同時代文献として以下を参照。西川潤『南北問題――世界経済を動かすもの』日本放送
出版協会、1979年。CIECについては第 4章第 5節を参照。
6） 山川、前掲、71頁。報告書の付属資料には、「各委員は政府の指示によらず、独立した個人の資格で」
参加していること、また委員の人選・依頼を行ったブラントが、「南の代表者が少数派にならないよう」
配慮した旨が記されている。ICIDI, North-South,  p. 293.
7） グローバルな開発における「ブレトンウッズ・パラダイム」対「国連パラダイム」という図式の中
で、後者へのブラント委員会の貢献を整理したものとして Jean-Phillipe Thérien, “The Brandt Commission 
and North-South Politics,” in Ramesh Thakur, Andrew F. Cooper, and John English （ed.）, International Commis-
sion and the Power of Ideas, Tokyo: United Nations University Press, 2005, p. 27-45.　1990年代のグローバル・
ガバナンス委員会の設立者としてブラントに注目し、彼がその長を務めた社会主義インターナショナル
とブラント委員会の主張との連続性を明らかにするものとして、津崎直人「グローバル・ガバナンス論
の社会民主主義的起源――ブラント、社会主義インターナショナルによるグローバル・ガバナンス委員
会の形成（1976-1992年）」『国際政治』第164号、2011年、100-114頁。
8） B. Vivekanandan, Global Visions of Olof Palme, Bruno Kreisky and Willy Brandt: International Peace and 
Security, Co-operation, and Development, London: Palgrave Macmillan, 2016.
9） Vijay Prashad, The Poorer Nations: A Possible History of the Global South, London: Verso, 2012.  ブラント
委員会についてはとくに第 1章を参照。
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である。このNIEOとブラント委員会を結びつける視点は、2015年に編まれた『ヒューマ
ニティ』誌のNIEO特集号においても見いだすことができる10）。本特集に掲載された多く
の論文がNIEOを再考する過程でブラント委員会報告書に言及しており、両者をめぐる批
評が密接に関連づけられている。
　以上の二つの潮流に共通するのは、グローバルな社会民主主義的価値に立脚点をもつか、
あるいは少なくともその役割と機能を認め、重視する点であろう。この観点から近年再評
価されているブラント委員会報告書であるが、しかし1980年の出版当時においては、まさ
にこの社会民主主義的な主張こそが、勢いを増す新古典派経済学者とそれに対立する従属
論者・マルクス経済学者双方の容赦ない批判の標的となり、激しい論争が展開されたので
ある。
　本稿は、ブラント委員会報告書を対象とした同時代の学術評論を整理することによって、
新自由主義的な転換と冷戦の「東西」対立が併存する時代状況のもとで、「南北問題」を
中心とした開発問題をめぐる議論がいかなる構図をもって展開していたのか、その見取り
図を示すものである。この課題のために、本稿では当時の議論を①報告書の主張および政
策提言の是非を問うもの、②報告書の主張の前提となる諸仮定や世界認識を問うものとに
大きく分け、それぞれ第 1章と第 2章において検討する。①については、報告書の基本理
念であり、最大の争点でもあった「南北」の経済的な「相互利益」に対する賛否を整理す
る。②については、やはり多くの批判が集中した「南北」の二分法の枠組みや「世界共同
体」などの理想主義的な世界認識、さらにそれらが含意する「政治」そのものの範疇を対
象とした議論を取り上げる。これにより、近年のブラント委員会報告書をめぐる評価が見
落としている多くの潜在的な陥穽に光を当て、現在の開発政策そのものを歴史的に問い直
すために必要な視点および論点の確認を行うことを目的とする。
　史料はおもに①ブラント委員会報告書の評論集『一つの世界へ向かうのか』11）、②開発関
連の学術誌IDS Bulletinのブラント委員会特集12）、補足的にThe Third World Quarterly等その他
の学術誌を用いる。留意点として、本稿で扱う評論はすべてブラント委員会の第 1次報告
書を対象としたものに限定し、第 2次報告書を対象としたものは含まないこととする13）。
　　　　　　　　　　　　　　　　
10） 特集の趣旨説明および全体の概要は以下を参照。Nils Gilman, “The New International Economic Order: 
A Reintroduction,”Humanity: An International Journal of Human Rights, Humanitarianism, and Development 6: 1 
（2015）, pp. 1-16.
11） Friedrich Ebert Foundation ［以下、FEFと略記］, Towards One World?: International Responses to the Brandt 
Report , London: Temple Smith, 1981. ドイツの社会民主党（SPD）系フリードリヒ・エーベルト財団編集。
当時の左右の両極を含む幅広い政治的立場からなる42名の著名な学者・政治家の批評を収録。なお、各
論文にはタイトルがなく、執筆者名のみが記されているため、以下の注記でも執筆者名のみを表記する。
12） Richard Jolly and Susan Joeks （ed.）, IDS Bulletin 12: 2 （1981）, “Brandt on Britain”.　学術誌IDS Bulletin
は、英国開発学研究所発行の機関紙であり、特集は政策決定者にブラント委員会報告書の提案の実行を
促す目的で組まれたもの。タイトルのとおり、おもに報告書出版から 1年間の英国内における動向を整
理しており、専門家や学者による評価に加え、政府の公式見解や国会内での議論、また協会や労組の代
表の見解を掲載している。
13） これは第 2次報告書を対象とした書評が極端に少なく、また二つの報告書の主張のあいだに多くの
相違点が確認されるため、同時に扱うことが困難であり、また適切ではないと判断したことによる。
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第 1 章　「南北」の「相互利益」――経済的な根拠をめぐって
第 1 節　ブラント委員会の「相互利益」概念
　ブラント委員会報告書を対象とした1980年代初頭の議論の中で、ほぼすべての論者が言
及しているのが、「相互利益」という特有の概念である。これは、ブラント委員会が問題
の解決のために最も重視した概念であり、報告書のすべての勧告が依拠すべき基準にも
なっていた14）。その意味するところは、一言でいえば「北」と「南」が共有する経済的な
利益であり、報告書の中で明示されてはいないものの、理論的にはケインズ経済学の「有
効需要」の原理を世界規模で適用したものと理解できる15）。とりわけ報告書が提案した「北」
から「南」への「大規模資金移転」の要請は、この「相互利益」の概念を体現する代表的
な政策として、当時の議論においてしばしば引き合いに出され、経済理論上および経済政
策上の観点から「相互利益」の概念を問うための具体的な素材となった16）。
　この「相互利益」の概念が登場する背景には、1970年代の世界経済を特徴づける混沌と
停滞、そしてそのような状況を説明するために用いられた「相互依存」論が大きく影響し
ている17）。報告書の説明によれば、「危機的な状況」にある世界が「破滅」を回避しうる
唯一のチャンスは18）、深まる「相互依存」のもとで増大しつつある、人類の「相互利益」
を正しく認識し、その実現のために「南北」が協力することの中に残されているのであっ
た19）。
　以上のように「相互利益」の概念は、ブラント委員会報告書を貫く基本理念であり、同
時にその政策提言の主張でもあった。そして、このような位置づけから、多くの論者にとっ
て、「相互利益」をどう捉えるか、ということが報告書全体を評価する際の一つの基準と
　　　　　　　　　　　　　　　　
14） 第 3章「相互利益」の冒頭では、報告書の勧告が全ての側にとっての「相互利益」を満たすべく配
慮・選定されたことが記されている。ICIDI, North-South, p. 64.　なお、これがブラント委員会報告書を
特徴づける概念であると評価する代表的な議論は以下を参照。Thérien, “The Brandt Commission,”, p. 33; 
Diane Elson, “The Brandt Report: A Programme for Survival,” Capital & Class, Spring 1982, p.112.
15） ここでいう世界規模のケインズ主義とは、第 3章「相互利益」に示された報告書の基本的な考え方
を抽出すれば、「北」の過剰生産力（遊休資本）と「南」の開発ニーズ（有効需要）とが併存している
状況に着目し、「北」から「南」への「大規模な資金移転」を行うこと（購買力の移転）によって、「南」
の「北」の輸出品に対する需要を増大させ、世界経済全体の起爆剤とする、というものである。ICIDI, 
North-South, pp. 64-77.
16） この「大規模資金移転」の勧告は、報告書の最終章「優先的行動計画」において示された「緊急計
画1980～85年」の第一にあげられた政策提言である。「緊急計画」の具体的な内容は、①途上国への大
規模資金移転、②国際石油戦略、③グローバル食糧計画、④国際経済システムにおける主要な改革への
着手、である。Ibid. , pp. 276-281．
17） 当時の国際関係研究の動向を米国を中心とした「相互依存」論の流行現象と捉え、その原因につい
て、とくに米国における秩序の喪失感と、「北」側から見た世界の不確実性の増大に注目し、系統的な
説明を行う同時代の論考として以下を参照。山影進「相互依存論のカルテ――研究の系譜と論理のモデ
ル」『国際政治』第67号、1981年。
18） 報告書の現状分析に当てられた第 1章、とくに最終節「破局を避けるために」（ICIDI, North-South, 
pp. 46-47）では、失業、環境破壊、飢餓と貧困、インフレと経済停滞、通貨不安、累積債務、軍拡競争
など、思いつく限りの問題が網羅的に取り上げられ、しばしば「黙示録」ないし「悲劇のリスト」と揶
揄されている。Robert W. Tucker, in FEF （ed.）, Towards One World?,  p. 218.  
19） ICIDI, North-South, pp. 20-23, pp. 30-31, pp. 46-47. なお、相互利益の概念の限定性や危うさについて
は、委員会も認識しており、「相互利益が存在するのなら、なぜ長い間これを実行に移す措置取られて
こなかったのか」という問いの可能性に言及している。報告書の説明は、それに対していくつかの考え
られる要因、例えば世論の認識不足や政治的リーダーシップの問題をあげ、それに対して一つずつ答え
る、という形式で「相互利益」の概念の有用性を示すものである。Ibid., p. 66.
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なり、議論の重要な争点となったのである。
第 2 節　開発経済学者の視点―「国際ケインズ主義」の有効性
　国連機関ないし他の開発機関に所属し、ブラント委員会と比較的近い立場にある論者か
らは、おおむね好意的な評価が提出されている。しかし、これらの論者は開発専門家とし
て、またそれぞれに権威ある開発機関を統括してきた経験から、注文や追加的な提案、そ
して実行に移すための戦術に対する不満が多く、総じて報告書全体の方向性を支持しなが
らも、方法論的な問題を指摘する、という傾向をもっている。これらは「相互利益」の概
念に対しても、大枠としてはその有効性を認めるものの、一定の留保や批判を含む見解を
示している20）。
　たとえば、1969年にノーベル経済学賞を受賞したヤン・ティンバーゲンは、第 2次国連
開発計画（1970年）の設計者として、同計画とブラント委員会報告書との相似を認め、同
様にピアソン委員会報告書（1969年）、さらにさかのぼって第 1次国連開発計画（1961年）
とブラント委員会報告書との間の共通性を指摘し、その独自性の欠如を批判している。そ
して、このような同様の主張が繰り返されなければならないもっとも本質的な要因として、
政策決定者の無理解と政治的意思の欠如をあげた。ただし、ブラント委員会報告書の重要
な意義として、「豊かな政治経験をもつ人物たち［ブラント委員会の構成メンバーを指し
て――引用者、以下同様］が、世界が生き延びるために別の政策が不可欠であるというこ
と、そして中長期的に見れば工業国と途上国の利害は一致するということに、最終的に合
意したことである」という評価を与えている21）。
　また、「相互利益」の概念の独自性についてティンバーゲンは、フォーディズムの議論
を「第三世界の所得向上に適用」した点に新しさがあると評価し、それ以前の類似の報告
書にはないブラント委員会報告書の特徴であると位置づけている22）。さらに、「相互利益」
の在り方をめぐる議論の中で、1980年代当時における西ヨーロッパの移民問題に言及し、
「一般世論に対して、なぜ我々が相互利益をもつのか説明するもっとも身近で直接的な事
例」として、各国の都市の労働者地区における国内労働者と移民労働者の紛争の存在を指
摘し、報告書に対する補完的な提案として、「南北」間のより良い分業形態が途上国に雇
用を創出する可能性を説明した23）。
　構造学派を代表する経済学者ハンス・W・シンガーは、上記のティンバーゲンがブラン
ト委員会報告書との相似を指摘した、第 1次国連開発計画の設計者であるが、「ブラント
を称え、彼を葬ることなかれ（Praise Brandt, Not Bury Him）」と題した冒頭の節の途中か
ら早くも不満が並び、「これを読みながら誉めたり、文句を言ったり、ふと気づけばそれ
を繰り返している」と複雑な心境を説明している24）。そしてやはり「ブラントは何も新し
　　　　　　　　　　　　　　　　
20） 半ば手放しの称賛と支持を与えた代表的な例が、構造学派を代表する経済学者であり、ECLA（国連
ラテンアメリカ経済委員会）初代事務局長を務めたラウル・プレビッシュである。彼はフリードリッヒ・
エーベルト財団とのインタビューのなかで、「相互利益」が「南」の人々に本質的な改善をもたらすも
のかどうか問われ、「私は委員会と同様、南北間の相互の協力関係の中に相互利益は存在すると信じます」
と答えている。Rául Prebisch, in FEF （ed.）, Towards One World? p. 46.
21） Jan Tinbergen, in FEF （ed.）, Towards One World? ., pp. 80-81.
22） Ibid., p. 81.
23） Ibid., p. 83.
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い事を言っていない（Brandt Says Nothing New）」と題した節において、「これらのほとん
ど全てが以前に述べられていた」ものであり、最も新しそうに見える「世界開発基金」と
「鉱物探査・採掘・加工のための新しい融資機関」の創設の提案も例外ではない、とその
前例を説明している25）。シンガーから見れば、上記のティンバーゲンがブラント委員会報
告書の独自の提案として評価した「世界開発基金」も、より古い前史をもつのであった。
そして、自分に言い聞かせるように、「しかしながら、この［ブラント委員会報告書の］
独自性の欠如は、負債ではなく資産として勘定されるべきだろう」と続け、これは何か新
奇な提案をすることにその存在意義がある「専門家の委員会」ではなく、実際に何かをな
すために事態を前進させることを課された「経験豊かな政治家たちの委員会」なのだ、と
擁護に回っている26）。
　一方、支持者の中でも、イギリスの開発経済学者であり、世界銀行・国連・EC（欧州諸
共同体）などの多くの開発機関の顧問を務めた経験をもつマイケル・リプトンは、「相互
利益」について、その限定性を認めつつ、上述の二人とは異なる効用を見出している。リ
プトンの議論は、目下イギリス国内で進行中の緊縮財政およびマネタリストの攻勢、そし
て「第三世界」で始まったIMF・世銀の「デフレ主義的コンディショナリティ」を強く危
惧する立場から、これに対抗しうる戦略として、報告書の「相互利益」を「ネオ・国際ケ
インズ主義」と呼び、それが有効に機能する範囲について説明するものである27）。リプト
ンによれば、「南北」の「相互利益」が存在する余地は、とりわけ効果的なOPECの余剰
資金（オイルマネー）の循環形態、すなわち「南」を経由して「北」に流れ、OPECに還
流する資金循環の中にあった28）。その具体的な過程は、「（1）OPECが第三世界に貸し、（2）
ゆえに第三世界が北の製造業からの輸入を拡大することが可能になり、（3）したがって、
北がOPECの輸出品［石油］を買うことが可能になる」というものである29）。リプトンは
これを「三者間の資金循環（tri-cycling）」と呼び、通常の「資金循環（recycling）」、すな
わちオイルマネーが「北」の資本市場に再投資され、それが「北」の石油の輸入をファイ
ナンスする、という二者間の資金循環にはない効用を強調し、この資金循環から「南北」
双方が利益を得ることを確認した。そして、この観点からリプトンは、報告書が提案する
「途上国への大規模資金移転」が、この「三者間の資金循環」を採用している点を評価し、
国際開発機関の「デフレ主義的コンディショナリティ」、さらにイギリス国内の緊縮財政
　　　　　　　　　　　　　　　　
24） Hans W. Singer, “The Brandt Report: A Northwestern Point of View,” in: The Third World Quarterly  2: 4 
（1980）, p. 694.
25） Ibid., p. 698.　「世界開発基金」は、プログラム借款の増大、中進国と後発途上国との貿易支援融資、
鉱物資源探査融資などのニーズに対応し、より普遍的な参加と平等な関係に基づき既存機関の限界を補
うことを目的に提案されたものである。ICIDI, North-South, p. 252.
26） Singer, “The Brand Report,” p. 698.
27） Michael Lipton, FEF （ed.）, Towards One World?,  pp. 87-102.　なお、論者によっては必ずしもその区別
が明確ではないが、本来閉鎖経済モデルであるケインズ経済学を解放経済モデルに適用した「国際ケイ
ンズ主義」の理論的な困難については、当時から多くの指摘がある。むしろ一つの閉鎖経済としての「世
界ケインズ主義」こそ、ケインズ理論の適用としてふさわしく、報告書の基底にある経済原理は正しく
後者であると把握し、さらに「世界ケインズ主義」対「マネタリスト」という図式の中で報告書の敗北
を予想する論考として以下を参照。Graham Bird, “The Controversial Economics of the Brandt Report,” IDS 
Bulletin, 12: 2 （1981）, pp. 69-71.
28） Lipton, Towards One World?,  pp. 87-102.
29） Ibid., p. 95.
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にも対抗しうるリフレーション政策として位置づけたのである30）。
　リプトンの見解は、現在では新自由主義的な転換期として理解されている、当時の新し
い世界的な潮流への対抗という観点から、ブラント委員会報告書の「国際ケインズ主義」
を評価するものであり、この点で、前述のティンバーゲンとシンガーがおもに過去との連
続性において「相互利益」に基づく報告書の諸勧告を評価したことと区別される。いずれ
にせよ、このような報告書の支持者が認めた「相互利益」の価値は、その立ち位置の曖昧
さゆえに、当時の左右の両極、すなわちマネタリストを含む新古典派経済学者、そしてマ
ルクス経済学者および従属論者の双方から厳しい批判を浴びることになった。
第 3 節　新古典派経済学者の見解―「介入主義」と「改革志向」への批判
　新古典派経済学者は、市場の機能に第一の信頼を置き、政府による介入を非効率で有害
なもの、とみなす点で一致しており、この観点から、ブラント委員会報告書のケインズ主
義的主張、あるいは改革志向に対する批判を展開した。
　イギリスを代表する新古典派経済学者デヴィッド・ヘンダーソンは、ブラント委員会の
「相互利益」の概念について、おもにケインズ理論との関連において批判した。ヘンダー
ソンは、当時のイギリス国内におけるブラント委員会報告書に対する「熱狂的」な反応に
強い危機感を抱き、報告書を称賛するロンドン・タイムズ紙の記事を引用しながら、「こ
のような判定は深刻に、ばかばかしいほどに間違っている」と断定し、嫌悪感をあらわに
している31）。先述したリプトンが同時期の同じイギリス国内の状況をマネタリストによる
支配と捉えていたことと比較すれば、実に対照的な現状把握である。
　さらにヘンダーソンは、報告書の「相互利益」の議論がいかに「有害」であるかについ
て入念な説明を行う中で、「北は輸出の拡大ではなく［南からの輸入の拡大を含む］バラ
ンスの取れた貿易の拡大から利益を得る」という報告書の主張を取り上げ、「この議論が［ブ
ラント委員会が依拠するはずの］国際ケインズ主義の観念と一致しない」ことを指摘した。
つまり、ケインズ経済学そのものが相当に疑わしいが、それにしたがって評価してさえ、
報告書の「相互利益」の主張には理論的な欠陥が存在する、という指摘である。ヘンダー
ソンは「南のニーズと北の過剰生産力［遊休資本］を合致させるという感じのいい議論は
もはや持ちこたえられない。なぜなら、バランスの取れた貿易の拡大とともに、北の輸出
産業における過剰生産力の減少が、南からのより多くの輸入によってとって変わられる製
品を製造する産業部門における過剰生産力によって大きく相殺されるからである」と、そ
の根拠を示した32）。
　一方、アメリカを代表する新古典派経済学者フレッド・バーグステンは、現行システム
　　　　　　　　　　　　　　　　
30） Ibid. , p. 95, p. 101.
31） ロンドン・タイムズ紙からの引用部分は以下のとおり。「我々が直面する問題の説明として、そし
てこの対応に失敗すればどうなるか、という警告としてほとんど欠点がない。これはこの10年のもっと
も基本的な文書になるだろう（1980年 2月13日）」。P.D. Henderson, “Survival, Development and the Report 
of the Brandt Commission,” IDS Bulletin, 12: 2 （1981）, p. 72.
32） これはすなわち、仮に「南」の購買力の増大によって「北」の輸出が拡大し、輸出品を製造する部
門の過剰生産力が減少したとしても、例えば繊維産業のような「南」が競争力を持つ部門の「北」の企
業は競争に負け、国内市場を奪われるだろう、それにより新たに生じる過剰生産量力の拡大規模は、北
の輸出の拡大による減少分に匹敵するか、あるいは上回るだろう、という考え方である。Ibid. , p. 77.
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の有用性を認める点で同様の立場にたつものの、前述のヘンダーソンがもっぱら報告書の
ケインズ主義的側面を引き合いに出し、「有害」と攻撃したのに対し、むしろNIEOに代表
される当時の「第三世界」の要求との親和性に注目し、この観点から、報告書がいかに「非
現実的で、したがって救いようがない」か、説くものと言える33）。また、イギリスとは異
なるアメリカ国内の状況を反映してか、「幸いにも、報告書はさほど影響力を持っておらず」
と気を取り直し、「途上国はその名誉にかけて、これを書いている時点では、いまだ国連
におけるグローバル交渉34）――そのフォーラムからはいかなる実際的な成果も期待でき
ず、巨大な失望を生むだけである――を始動させるという失敗を犯していない」ことを確
認し、報告書は結局、「実質的には途上国の大義を支持する追加的なマニフェスト」以外
の何物でもない、と結論づけた35）。
第 4 節　従属理論の立場―「資本主義システム維持の要請」への批判
　新古典派からの評価が以上のように辛辣なものであるとすれば、マルクス経済学者およ
び従属論者からの批判もまた厳しいものであった。ただし、新古典派の批判がおもに市場
原理への信頼と現行秩序の擁護の立場から、報告書の「改良主義」ないし社会民主主義の
改革志向
4 4 4 4
の側面に向かったのに対し、マルクス主義および従属理論からの批判はまさにそ
の裏側、すなわち「改良主義」の究極的なシステム維持の要請
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
の側面へと向けられた。
　これらの論者は、従属理論家アンドレ・G・フランクに代表されるように、「南北間の
相互利益」は幻想であり、真の「相互利益」は、同時代の政治諸権力が共有する「資本主
義の生き残り」の中にある、という基本的な視点を共有している36）。この視点に基づけば、
報告書の「相互利益」や「相互依存」あるいは「人類的連帯」も階級協調ないし資本シス
ム統合の要請・レトリックとして理解されるのであった。前述の新古典派経済学者バーグ
ステンが報告書の中にその反映を認めたNIEOを例にとれば、以下のように整理できる。
すなわち、バーグステンにとってNIEOを反映した急進的な（ゆえに「非現実的で救いよ
うがない」）ブラント委員会の主張は、フランクにとって、まさに「NIEOがそうであるの
と同じように、あるいはさらに強く深く、南の世界市場への統合要求を含意」するものと
して把握されたのである37）。さらにフランクは、この「南」の世界市場への統合の作用が、
「すでに南北間に、そして南内部において、委員会自身が全く遺憾とするところの、世界
　　　　　　　　　　　　　　　　
33） Fred Bergsten, in FEF （ed.）, Towards One World?, pp. 117-130.
34） 「グローバル交渉（Global Negotiation）」とは、1979年の国連総会においてG77が提案したエネルギー、
一次産品、貿易、開発、通貨・金融の 5分野を網羅する包括的な「南北」間の交渉であり、ブラント委
員会もこの提案を支持し、そのための第一歩として「南北サミット」を呼びかけたものである。ICIDI, 
North-South,  p. 265, p. 281.「南北サミット」はその後1981年に開催されたが、「グローバル交渉」につい
てはその後も「南北」間で合意が得られずいまだ開催されていない。この交渉提案の背景について、
G77内部の産油国と非産油国との対立から説明する同時代の論考として以下を参照。緒方貞子「包括的
交渉は幻想なのか」大来佐武郎編『南北問題——対決と強調』中央公論社、1984年。
35） Bergsten, Towards One World?, pp. 126-127.
36） Andre Gunder Frank, “North-South and East-West Keynesian Paradoxes in the Brandt Report,” Third World 
Quarterly, 2: 4 （1980）, p. 680.  ブラント委員会報告書をめぐる評価において、同様に「改良主義」批判の
立場をとる代表的な論者として、従属論者のS・アミン、世界システム論で有名なI・ウォーラステイン
がいる。Samir Amin, in FEF （ed.）, Towards One World?, pp. 349-365; Immanuel Wallerstein, in FEF（ed.）, Towards 
One World?, pp. 343-349.
37） Frank, “North-South and East-West,” p. 671.
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的な二極化をもたらしてきた」ことを確認し、仮にブラント委員会の提案が実行に移され
たとしても、それは当時の「世界的な二極化」を維持し、あるいは拡大する効果しか持た
ないだろう、との評価を下した38）。フランクの徹底した「改良主義」批判は、報告書が提
案する「北」から「南」への「大規模資金移転」にも向けられ、それは実際「これまで南
の貧困層の基本的ニーズを犠牲にして」なされてきた「南の輸入需要の拡大」であり、そ
れを通じた「北のための救命活動」の拡張と継続に他ならない、と総括している39）。フラ
ンクの追及はさらに続き、「報告書を注意深く読めば、これらのケインズ主義的な方策が、
金のない貧困層のための必需品やサービスに変換されるように設計されたものではなく、
金のある消費者のためのそれであることが明らかである」と、より根本的な指摘を行った。
第 2 章　「南北問題」の枠組みへの批判―報告書の世界認識と「政治」認識をめぐって
第 1 節　勧告の実現可能性への懐疑から
　「南北」の経済的な「相互利益」という主題とは別に、ブラント委員会報告書への批判
が集中したのが、報告書が提案する政策の実現可能性に関するものであった。これは、特
定のテーマや問題領域の如何を問わず、報告書の政策提言や計画目標が実行に移される際
の、現実の国際社会および国内政治上の障害の看過・軽視に対して投げかけられた疑問や
異議である。一言でいえば、報告書の政策の非現実性を批判するものであるが、第 1章で
扱った経済学的な分析を根拠にした政策の非妥当性の指摘というよりは、むしろ現実の政
治的な条件に関する疑問、さらにそのような実効性に乏しい政策提言を導く報告書の世界
認識の欠陥に踏み込んで検討・批判を行うものである。これらの批判の多くは、とりわけ
報告書が依拠した「南北」の二分法や、「世界共同体」という表現に代表される理想主義
的な世界像、そして報告書の主張が含意する「政治」そのものの範疇に向けられた40）。
第 2 節　政治学者・社会学者からの批判―非現実性と「南北」認識
　報告書が示す政策の実行可能性に対する懐疑から、ブラント委員会の世界認識を真っ先
に批判したのは、政治学者および社会学者たちであった。彼らはとりわけ、報告書の二文
法的な「南北」の枠組みや、「相互利益」に象徴される利害関係の過度の単純化に明確な
拒否反応を示した。
　アメリカの政治学者ロバート・W・タッカーは、現実主義の立場から報告書の「相互利
益」の概念を否定し、この概念を導いた一つの要因として、現実世界の「相互依存」に関
するブラント委員会の事実認識を指摘した。タッカーの説明は、報告書の「相互利益」と
　　　　　　　　　　　　　　　　
38） Ibid.
39） Ibid., p. 674.
40） ブラント委員会報告書の「南北」の区分は、当時一般的とされたDAC（OECDの開発援助委員会）
の定義におおむね従ったものであり、当時の国連の「開発途上国」の定義と一致するものではない。
DACが定義する「南」は、「南アフリカ以外の全アフリカ地域、アメリカとカナダ以外の全アメリカ地域、
日本以外の全アジア地域、オーストラリアとニュージーランド以外の全オセアニア地域、そして一部の
ヨーロッパ諸国、すなわちキプロス・ジブラルタル・ギリシャ・マルタ・ポルトガル・スペイン・トル
コ・そしてユーゴスラヴィア」である。ブラント委員会報告書の「南」は、「DACの定義から①トルコ
以外のヨーロッパ諸国を除外し、②南アフリカを加えている」点において独自である。GJW Govern-
ment Relations, Handbook of world development: The Guide to the Brandt Report, New York: Holmes & Meier, 
1981, pp. ⅸ-ⅹ.
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いう主張の前提には、「相互依存それ自体が秩序、さらに社会正義の重要な構成要素であ
るという仮定」が含意されていると分析し、「しかしながら、オイルショックが例証した
ように、それ［相互依存］は、合意の源泉であるのと同様に、紛争の種である」ことを示
すものである41）。タッカーによれば、「相互依存があらゆる集団の利益になるように見え
たとしても、それらの利益は［中略］全く異なる開発水準にある諸国家からなる世界」に
おいて生じているのであって、「相互依存から得た利益の分配に関する合意」を欠いてい
る今日の状況では、「利益における本質的な不平等として感知されるものに対する敏感さ
が［中略］紛争の重大な火種をもたらす」のである42）。タッカーにとって、「ブラント委
員会報告書の将来予測と、その基底に横たわる諸仮定」は、それを支持する証拠の乏しさ
によって効果的な説得に失敗しており、「根本的な修正を加えるか、さもなければ単純に
却下されねばならない」ものであった43）。
　ドイツの社会学者であり、「紛争理論」の提唱者であるラルフ・ダーレンドルフは、上
述のタッカーとは学問的な立場を異にし、さらに報告書が扱う問題そのものの重要性を認
める点で正反対の立場をとるものの、やはり報告書の世界認識に対して厳しい評価を与え
ている。ダーレンドルフはまず報告書の意義を認め、それが多くの導入すべき提案を含ん
でいることを確認したうえで、「それにもかかわらず、［報告書に含まれる］幻想の助長を警
戒すべき十分な理由が存在する」ことを指摘し、報告書の議論の前提となる事実認識およ
び諸仮定を批判する議論を展開した44）。ただし、ダーレンドルフの主眼は、あくまで「こ
の主題［開発政策］への真剣な議論を促進すること」にあり、そのために議論の前提にお
ける混乱を明らかする、という意図をもっていた45）。ダーレンドルフにとって、「開発政
策ほど、求められるものと可能なものとを混同する多くの誤った命名によって悩まされる
主題はない」のであり、この点においてブラント委員会報告書も例外ではなかった46）。そ
してこの観点から、ダーレンドルフは報告書と他の開発政策の言説に共通する 7つの「神
話」——①相互依存の深化を前提とした「一つの世界」論、②オルタナティブとしての
NIEOの意義と実現可能性、③G77（非同盟諸国）の連帯、④貧困国の富裕国へのキャッ
チアップの可能性、⑤トリクルダウン理論、⑥安定的な発展の実現可能性、⑦近代化の普
遍性——を挙げ、それらを一掃すべく、それぞれの現実との乖離について説明したのであ
る47）。ダーレンドルフの議論は、現実世界の複雑な利害対立に加えて、途上国のキャッチ
アップの可能性や安定的な発展、さらに近代化の普遍性といった、開発政策の言説を構成
するより本質的な諸仮定に踏み込み、その「神話」に隠された事実を明らかにしようとす
　　　　　　　　　　　　　　　　
41） Robert W. Tucker, in FEF （ed.）, Towards One World?,  pp. 214-215.
42） Ibid. , p. 215.
43） Ibid. , p. 218.
44） Ralf Dahrendorf, in FEF （ed.）, Towards One World?, p. 204.
45） Ibid.
46） Ibid.
47） Ibid. , pp. 204-210.
48） ブラント委員会は「開発」を定義していないが、その政策提言が依拠した「開発」概念は、報告書
内の記述から大枠を理解することが可能である。ガルトゥングの「積極的平和」の影響が窺える記述の
一例として、「飢餓が支配的である状況において、平和は達成され得ない」、あるいは「真の安全保障は
［中略］狭義の防衛によっては達成され得ず、諸国民のあいだの平和的な関係のための基礎的条件の提
供によって、そしてそれらを脅かす軍事的および非軍事的な問題の解決によってのみ、達成されうる」
などが挙げられる。ICIDI, North-South, p. 16, p. 124.
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る点で、上述のタッカーがもっぱら諸国家の利害の対立の観点から報告書の諸仮定を「幻
想」とみなし、その主張を却下したのと一線を画するものであった。
　ノルウェーの社会学者であり、「構造的暴力」および「積極的平和」の提唱で知られる
平和学の第一人者ヨハン・ガルトゥングもまた、上述のタッカーとダーレンドルフと同様
に、報告書の事実認識の誤りを批判した。これは、報告書の「開発」概念が、「積極的平和」
の概念と多くの点で重なる内容を含むことを考慮すれば、意外な評価かもしれない48）。ガ
ルトゥングは、報告書の分析の重大な欠陥として「南北」に二分される世界像と、そこに
おける「利害の調和という仮定」を批判し、とりわけ「南内部においてさえ、相当な利害
の不調和が存在する」ことを、OPEC、NICs（新興工業国）、他の「南」それぞれの異なる
利害を示すことで、明らかにした49）。ガルトゥングにとって、報告書の「相互利益」とい
う仮定は、世界経済の構造と開発の不平等性に照らせば極めて非現実的であり、仮にそれ
が実行に移されたとしても、第三世界内部における格差の拡大を継続させるものでしかな
かった50）。ガルトゥングの洞察はさらに、「第三世界が第一世界の問題を解決しなければ
ならない」という報告書の根底にある発想に向かい、これについて、第一次および第二次
世界大戦時における植民地からの物資・兵力・労働力の動員や、その後の移民労働者の存
在に言及し、さらに「いまや第三世界は停滞する第一世界の成長のエンジンになることを
求められている」とことを指摘し、歴史的な「有色人種の負担」の継続という側面に光を
当てる批判を行った51）。
第 3 節　開発経済学者からの批判―「北」の多様性
　報告書の勧告の非現実性を指摘し、その元凶として報告書の世界認識を批判する傾向は、
開発経済学者の中にも存在した。ここではとくに、前節において扱えなかった「北」内部
の利害の多様性を重視する議論について、ギリシャの開発経済学者コンスタンティン・V・
ヴァイツォスの見解を中心的にとり上げる。ヴァイツォスの分析は、多国籍企業の専門家
として、とくに報告書の「途上国への大規模資金移転」と「国境横断的な企業活動」に関
する勧告を中心に分析を行い、それが「北の政治的な現実」と「南」の新興経済の努力の
本質を読み誤っているために、「途上国の利益にとって有害なものとなる」ことを明らか
にするものである52）。
　この「北の政治的な現実」に反するものとして、ヴァイツォスはとりわけ報告書の「国
際ケインズ主義」が含意する「北の利害が均質である」という仮定を批判した53）。その説
明に従えば、「北」内部における利害の多様性の一つは、「世界経済システムの構造改革［報
告書が主張する変革――引用者］に対するOECD諸国のまったく別々の態度」に現れてい
た54）。例えばアメリカは、パクス・アメリカーナのシステムの多様な特権、とりわけドル
特権や米本籍の多国籍企業の特権を少しでも継続させることを願うため、「現在の国際経
済関係の性急な変革要求を回避する」ことに利益をもっていた55）。
　　　　　　　　　　　　　　　　
49） Johan Galtung, in FEF （ed.）, Towards One World? pp. 235-238, pp. 241-245.　引用個所は237頁および241頁。
50） Ibid. , p. 245.
51） Ibid.
52） Constantine V. Vaitsos, “International Keynesianism, World Business Activities and National Development: 
Comments on aspects of the Brandt Report,” IDS Bulletin 12: 2 （1981）, p. 61.
53） Ibid., p. 56.
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　これとは逆に、主たる成長経済であるドイツと日本は、アメリカよりもはるかに南の市
場と原材料に依存しており、さらに「そのような変革の方が、ドイツと日本の経済的な勢
いに従わねばならない」可能性から、同様の改革に対して「より強く広範囲にわたる利益
をもつ」ことが予想された56）。他方、イギリスに代表されるような衰弱した国内経済をも
つ「北」の諸国は、報告書が提案する「途上国への大規模資金移転」などの改革案に難色
を示すことは明らかであった。東欧諸国が同様の変革から得る利益についてヴァイツォス
は、「西欧諸国が全体として得るそれにはるかに及ばない」と予想し、その要因として、
東欧諸国の企業が第三世界で行う国際取引の規模が「西」側諸国に本籍をもつ多国籍企業
の活動規模にはるかに及ばないこと、またそれがCOMECON内部の、とりわけソ連との契
約に条件づけられている点を挙げた57）。
　前節の社会学者や政治学者、そしてヴァイツォスに代表される開発経済学者は、報告書
の政治的な実現可能性をめぐる困難について議論する中で、それを導く要因としてブラン
ト委員会の現状認識に対する批判へと向かったが、マルクス経済学者が追及した報告書の
諸仮定における難点は、これとはやや位相が異なる問題に踏み込むものであった。
第 4 節　マルクス経済学者・世界システム論者からの批判―社会運動への視座
　報告書の諸仮定の困難に対するマルクス経済学者および世界システム論者の批判は、と
りわけ報告書の政策提言が含意する政治活動ないし変革主体の範疇そのものに対する疑
問・批判という形態をとった。これは、言い換えれば付託条項に示された委員会の目的の
一つ、「変革」のために必要な「世論と政策決定者たちの説得」という政治的課題が含意
する「政治」そのものの範疇の狭さ、あるいはその資本主義システム上層部への偏在、そ
して政策決定者たちへの議論の集中に対する共通の異議という性格を持っていた58）。
　世界システム論で有名なイマニュエル・ウォーラステインは、ブラント委員会を「改良
主義者」と見なし、「委員会の『生存のための戦略』［報告書のサブタイトル］はシステム
の生存のためのそれであろう」と評価する点において、前述の従属論者や多くのマルクス
経済学者と基本的な視点を共有していた59）。そして、「生存のための唯一の戦略は社会主
義的な世界秩序の創出である」と説く立場から、とりわけ報告書の「政治的」な議論にお
いて、「変革の原動力」である「広範な社会運動」という政治の重要な局面について言及
がない点を批判した60）。ウォーラステインの説明は、ブラント委員会が「変革」のための
手続きとして唯一重視し、そのために世論の動員を呼びかけている「南北間の交渉」が、
　　　　　　　　　　　　　　　　
54） 報告書が提案した改革は、「緊急計画」（注16）に従えば、「途上国への大規模資金移転」を可能に
するために必要な諸改革、すなわち「世界開発基金」の設立（注25）、国際課税、ブレトンウッズ機関
の権力関係の改善、一次産品の価格安定化（共通基金の設立）、「北」のより生産性の高い分野への産業
再編（構造調整）と「南」への市場提供、「南」の国内改革などである。ICIDI, North-South, p. 280.
55） Vaitsos, “International Keynesianism”, p. 56.
56） Ibid., pp. 56-57.
57） Ibid., p. 57.
58） 報告書の付託条項には、委員会の課題の一つとして、「世論と政策決定者たちに対して、国際関係
における根本的な変革が必要であると説得すること」と記されており、ブラントも序章においてその課
題の重要性を確認している。ICIDI, North-South, p. 297, p. 11.
59） Immanuel Wallerstein, in FEF （ed.）, Towards One World?, p. 346, 349.
60） Ibid., p. 348.
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「排他的に国家間のそれ」である点を指摘し、そのような「交渉」は、過去においてそう
であったように、現在および将来においても「変革」のための有効な手段になりえないこ
とを強調するものである。ウォーラステインによれば、「権力の周囲のリベラルたち［ブ
ラント委員会のメンバーを念頭において］によるその同輩への改革の呼びかけ」は、成功
した試しがないのであって、「抑圧されたものたちによる直接的かつ暴力的な地殻変動」
だけが、過去数百年にわたって世界を変えてきたのであった61）。
　同様の観点から、南アフリカ出身のマルクス経済学者ガヴィン・ウィリアムズもまた報
告書の言う「政治」を問題視し、第 8章「南の責務」を切り口に、1979年のニカラグア革
命を参照しつつ批判を行っている。ウィリアムズによれば、報告書が示した「南の責務」
は、「政府が都市と農村の貧困層
4 4 4 4 4 4 4 4 4
の利益に同調しなければならない政策リスト［強調原文、
以下同様］」であり、ニカラグアの事例が示すような、「民衆の革命活動を通じた［中略］
政権打倒が、都市と農村の貧困層
4 4 4 4 4 4 4 4 4
を支援するあらゆる政策を実行するための前提条件にな
りうる」という、もっとも根源的な政治活動の形態への視点を欠いていた62）。
　イギリスのマルクス経済学者ダイアン・エルソンもまた、報告書の勧告の中に、大衆運
動への視点が乏しいことを批判し、「報告書における草の根の動員の唯一の概念は、現存
の諸国家権力の組織に対して、互いに交渉するよう圧力をかけるための世論の動員のみ」
であり、「これがもっとも重要なブラント委員会報告書の欠陥である」との評価をした63）。
一方でエルソンの議論の特徴は、報告書のより根本的な問題を「資本にとっての危機と人
類にとっての危機とを混同している」ことに求め、そのために「結局、資本にとっても人
類にとってもふさわしくない処方箋」を書いた、と結論づけるところにあり、この点で
ウォーラステインや前述の従属論者、さらに大半のマルクス経済学者と区別される64）。
　このことは、エルソンの分析の出発点が、イギリス国内の情勢を反映して、「なぜこの
報告書がイギリスの社会主義者［ここでは社会民主主義者の意］にこれほど訴えかけるの
か」という強い問題意識から生じたことと関係するだろう65）。つまり、マルクス経済学の
専門家であるエルソンから見れば、報告書の主張や諸仮定は明らかに誤っていたが、しか
しながらそれを多くのマルクス主義者のように、教条的に「システム維持のためのプロパ
ガンダ」ないし「帝国主義の再編のための戦略」として拒否することは、「南北」の人々
の諸関係を「変革」し、より良い関係を構築するために必要な社会動員のための分析を怠
ることに他ならなかったのである66）。
　これに続いてエルソンは、「南北」の労働者の連帯がいかに困難であるか、その利害対
立の事例から確認しつつ、とるべき「オルタナティブな戦略」のいくつかを提示し、「南
北の労働者の草の根のつながり」の可能性について、いくつかの成功事例をもとに説明し
た67）。エルソンにとって、ブラント委員会報告書は「戦略ではなく、すでに北で十分に共有
されている一つの幻想、すなわち有害な資本主義の作用は交渉によって――その基本的な原
　　　　　　　　　　　　　　　　
61） Ibid. , pp. 346-347.
62） Gavin Williams, “The Brandt Report: A Critical Introduction,” Review of African Political Economy 19 
（1980）, p. 86.
63） Diane Elson, “The Brandt Report: Programme for Survival,” Capital & Class 6: 1 （1982）, p. 119.
64） Ibid., p. 125.
65） Ibid., p. 110, p. 113.
66） Ibid., p. 113.
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因に対する草の根の闘争抜きに――取り除かれうる、という幻想」を提示したのであった68）。
おわりに
　本稿では、1980年代初頭の開発をめぐる国際的な議論の見取り図を提示する、という問
題設定のもと、ブラント委員会報告書をめぐる同時代の批評を整理し、若干の検討を加え
てきた。以下にその論点をまとめたい。
　第一に、基本理念である「相互利益」を中心とした報告書の主張の是非をめぐっては、
開発経済学、新古典派経済学、そして従属理論それぞれの学問的な立場ごとに見解が分か
れ、明確な対立構図が確認された。この構図の核心は、ともに報告書のケインズ主義ない
し「改良主義」を批判する左右の両極、すなわち新古典派と従属理論とが、その「改良主
義」のなかに全く正反対の本質—前者は改革志向、後者は究極的な資本システム維持の
要請—を見ていた、という点にある。言い換えればこの「改良主義」の両義性を軸に諸々
の批判が展開されており、報告書の「南北」の「相互利益」の主張は、その立ち位置の曖
昧さゆえに多くの批判を誘発し、むしろその問題点を際立たせる役割を果たしたといえる。
　第二に、報告書の主張の前提となる諸仮定や世界認識をめぐっては、開発専門家以外の
幅広い論者から、報告書を含む開発政策あるいは「南北問題」の枠組みそのものに対する
異議が相次いで提出され、より本質的な潜在的欠陥に光が当てられた。「南北」分割に対
する多くの批判は、国家を単位とした地理的な二分法が、世界規模の格差を捉える枠組み
として、当時すでに有効でなかったことを示すものであった。さらに多くのマルクス経済
学者が指摘した、社会運動への視座の欠如に対する批判は、現在の「参加型開発」を含む
開発政策それ自体が、より良い生活へ向かう「変革」のためのごく限られた選択肢の一部
にすぎない、という事実を改めて確認させるものであった。
　第一の論点、すなわち「改良主義」の両義性をめぐる議論の対立構図については、確か
に冷戦構造のもとであればこそ成立しえた側面が大きく、その時代的な特徴をよく示す事
例として位置づけることも可能であろう。しかしながら、とりわけその「究極的な資本主
義システム維持の要請」に対する批判は、現在の国連や他の国際機関において展開されて
いる、過度のグローバル化や新自由主義的政策を非難し、代替案を提示しようとする議論
の中に存在する同様の危うさについて正確に認識し、その問題を問い直すために今なお重
要な視点を提供するものである69）。これはとくに、ブラント委員会報告書の延長上に位置
づけられる、現在のグローバル・ガバナンス構築をめぐる議論がもつ同様の陥穽を把握す
る上で有用な視点といえる。さらにこのことは第二の論点、すなわち報告書を含む開発政
策の枠組みを批判して提出された社会運動という課題が示唆する、当時の「南」と現在の
グローバル・サウスとをつなぐ変革主体としての側面を考慮する際に、一層重要なものと
なるだろう。このような運動が、現行の経済システムの中でそのオルタナティブとしての
位置づけを保持し続けることは、歴史的に非常な困難を伴ってきたのであり、その際に問
　　　　　　　　　　　　　　　　
67） Ibid. , pp. 120-125.　エルソンが示した成功事例は、多国籍企業フィリップス社（オランダ原籍）の
コロンビア工場での賃上げ要求を支援して行った、オランダ工場でのストライキである（125頁）。エル
ソンの引用は以下から。D. Thomson and R. Larson, Where Were You Brother? An Account of Trade Union Im-
perialism, London: War on Want, 1981.
68） Ibid., p. 119.
99
ブラント委員会報告書をめぐる同時代的批評の再検討（星野）
題の根源を「資本主義的再生産の支配的実践」の機能の中に認めることができるか否かが
決定的な条件となってきたからである70）。この「支配的実践」が、開発および国際開発の
名のもとに覆い隠してきたものを明らかにすること、そのための歴史的検証の必要性を確
認して結びとしたい。
　　　　　　　　　　　　　　　　
69） 例えば、国連開発計画の『人間開発報告2013』（表題「南の台頭——多様な世界における人間開発」）
は、ワシントンコンセンサスに基づく野放図な自由化を批判し、従来の成長重視の開発戦略から「人間
中心の開発戦略」への転換を要求するが、そのための処方箋として提案されるのは、「積極的な発展志
向国家」、「グローバル市場の開拓」、「確固とした社会政策とイノベーション」の 3つの原動力である。
これについて、松下冽は「折衷主義」および修正された経済成長路線への「楽観」論の側面を指摘して
いる。松下冽ほか編『グローバル・サウスとは何か』ミネルヴァ書房、2016年、 6 - 7頁。
70） David Harvey, The Enigma of Capital and the Crises of Capitalism,  London: Proﬁle Books, 2010.　とくに
第８章、引用は242頁。
